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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇倉敷の工場火災 消火作業 10時間でようやく鎮火 出荷前の大量の作業着など燃える 

＜RSK山陽放送 2023年 3月 25日＞ https://newsdig.tbs.co.jp/articles/rsk/397664?display=1 

きょう（25日）岡山県倉敷市の作業服などを製造する工場で火事があり、工場 1棟を全焼しました。大量の衣類

が燃えたため、消火作業は 10時間におよびました。 

きょう午前 9時ごろ、倉敷市下津井吹上の作業服などの衣類を製造する工場から煙が出ていると近所に住む人か

ら消防に通報がありました。 

建物は倉庫も兼ねていて出荷前の作業着などが大量にあることから消火に時間がかかり、覚知から 10時間たった

午後 7時にようやく鎮火しました。 

きょうは工場は稼働しておらず無人で、けが人はいないということです。 

（近所の人）「窓から火の手があがって大変な燃え方でした」 

現場は瀬戸大橋のたもとから 1キロほど北西の民家が立ち並ぶ地区です。 

---------- 

◇鳥取大教授、犬猫用の未承認薬１本１万５０００円で全国の動物病院に…「違法販売の恐れ」 

＜読売新聞 2023年 3月 26日＞ https://yomidr.yomiuri.co.jp/article/20230325-OYT1T50338/ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/ecc9b8e46a5ac8468ee562153f43130f80a74133?page=1 

 鳥取大農学部共同獣医学科の男性教授が、犬猫用がん治療薬の「臨床研究」で、２０２１年度までの８年間に

全国の延べ７９１の動物病院に未承認の試薬を有償で提供していたことがわかった。多数の病院で長期間に及ぶ

上、一部からは研究に必要な症例報告書を集めておらず、学内外から不適切との指摘が出ている。 

 農林水産省によると、研究では未承認でも飼い主の同意で投与できるが、不特定多数に反復継続して提供する

と未承認薬の販売として医薬品医療機器法（薬機法）に抵触する可能性がある。農水省畜水産安全管理課は読売

新聞の取材に対し、「事実であれば、薬機法が禁じる未承認薬の販売にあたる恐れがある」とする。動物用医薬品

の臨床研究は届け出などのルールがなく、農水省は未把握だった。 

 男性教授は「治療薬開発のためにやっていた。試薬の効果も出ていた」と説明。「臨床研究自体は問題なかった

が、報告書の回収が不十分だった。法律に関して素人で、結果として有償の未承認薬提供になった」と話した。

研究は終了した。 

 鳥取大と千葉大、医療機器メーカー３社が２０１３年に共同事業体を設立し、千葉大提供の製剤から男性教授

が試薬を作製し、動物病院に有償（１本１万５０００円）で提供していた。 

 動物用医薬品は、治験（臨床試験）の結果などから、有効性や安全性が認められると農水省が承認し、製造・

販売できる。治験は農水省に事前の届け出が必要だが、前段階の臨床研究では届け出は不要。人間用の場合に臨

床研究法が定める国への届け出などのルールも動物用は対象外だ。 

---------- 

◇[米国] 歯科医が妻を計画的毒殺「ヒ素」「青酸カリ」の注文履歴…“致死量”などネット検索 米・コロラド

州 

＜FNNプライムオンライン 2023年３月 26日＞ https://www.fnn.jp/articles/-/504575 

アメリカ・コロラド州で、歯科医が妻を計画的に毒殺したとして逮捕された。  
妻のアンジェラさんと一緒に 6人の子供に囲まれ笑顔をみせる、ジェームズ・クレイグ容疑者（45）。地元で信頼

されている歯科医だ。 

警察当局によると、クレイグ容疑者はヒ素と青酸カリを購入し、アンジェラさんのプロテインドリンクに混ぜて

毒殺した疑いがもたれている。 

アンジェラさんは 3月 15日（水）、頭痛とめまいで病院に行った。症状は急激に悪化し、原因を突き止められな

いまま 18日（土）、アンジェラさんは脳死と診断され死亡した。 

アンジェラさんの状況を知ったクレイグ容疑者のビジネスパートナーが不審に思い、歯科医院に届いたグレイグ
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容疑者宛の小包に青酸カリが入っていたのをスタッフが見つけたことを病院の看護師に報告。捜査の目がクレイ

グ容疑者に向けられた。 

クレイグ容疑者は、インターネットで毒物について検索していたことが判明。「何グラムの純粋なヒ素で人は死ぬ

のか」「ヒ素は検死で検出されるか」などを検索していたという。 

容疑者の Eメールには、インターネット通販でヒ素を、そして医薬品業者から青酸カリを注文した経歴が残って

いた。 

クレイグ容疑者は友人らにアンジェラさんと離婚したいともらしており、アンジェラさんが病院にいたときに愛

人とみられる女性をテキサス州オースティンから呼び寄せていたことも明らかになっている。 

アンジェラさんは 3月初旬にも 2回、原因不明の症状で病院に行っており、警察では関連性を調べている。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・焼却灰集める機械のベルトに巻き込まれ男性死亡 滋賀の固形燃料製造施設 

＜京都新聞 2023年 3月 25日＞ https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/995844 

 25日午後 2時 50分ごろ、滋賀県日野町奥之池の固形燃料製造施設で、社員の男性（55）が焼却灰を集める機

械のベルトに上半身を巻き込まれ、同僚が 119番した。男性は搬送先の病院で死亡が確認された。 

 滋賀県警東近江署によると、男性は焼却炉内で機械を使って焼却灰を取り除く作業をしていたという。労災事

故とみて調べている。  

 同施設は廃棄物から固形燃料を製造している。 

---------- 

・教員パワハラが自殺の原因か 看護学院、道が遺族に謝罪へ 

＜共同通信 2023年 3月 24日＞ https://www.47news.jp/news/9102090.html 

 北海道立江差高等看護学院（江差町）の生徒らが複数の教員から暴力や暴言などのパワーハラスメントを受け

た問題で、道の第三者委員会が 2019年に自殺した男子生徒＝当時（22）＝について、パワハラが自殺の原因だっ

た可能性があるとの調査結果をまとめたことが 24日、道への取材で分かった。 

 道は月内にも第三者委から報告書を受け取り、男子生徒の遺族に説明、謝罪する予定。 

 道によると、第三者委は、期限直前に提出しようとしたリポートを 1分遅れたとして受け取らず留年が決まっ

たことなど、教員 3人のパワハラが自殺につながった可能性があると認定した。 

---------- 

・電子カルテ、IDと PW使い回しでサイバー攻撃被害拡大 NEC構築 

＜朝日新聞 2023年 3月 26日＞ https://www.asahi.com/articles/ASR3T4VNZR3RULZU003.html 

 NECが構築した電子カルテシステムを使う全国 280の大規模病院のうち、半数以上の病院でサーバーやパソコ

ンが病院ごとに同じ IDとパスワードを使い回す状態になっていたことがわかった。大阪市の病院が昨秋に受けた

サイバー攻撃による被害の原因を調べる過程で、発覚した。NECは朝日新聞の取材に事実関係を認め、システム

のセキュリティー対策を抜本的に見直すとしている。 

サイバー攻撃の被害に遭ったのは、大阪急性期・総合医療センター（大阪市住吉区）。 

 昨年 10月、電子カルテのサーバーがランサムウェア（身代金ウイルス）に感染し、少なくとも数十台でデータ

が暗号化された。患者のデータなどが破壊され、約 2カ月にわたって救急患者の受け入れや外来診療に影響が出

た。 

 政府からセンターに派遣された専門家が、サーバーが次々とウイルスに感染した原因を調べたところ、IDとパ

スワードが使い回されていたことを確認。NECとセンターに「問題点」として指摘した。 

 病院の「心臓部」ともいえる電子カルテシステムは、多くの医療機器と接続する必要があり、複雑な仕組みで

動いている。このため、開発した業者しか把握できず、病院側で専門知識を持った人材を育てにくい側面がある。

センターの担当者は取材に「設定や管理を NECに任せきりだった」と話した。 
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-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・発生源は処分場以外か 沖縄市池原 農業用水ＰＦＡＳ 

＜琉球新報 2023年 3月 26日＞ https://ryukyushimpo.jp/news/entry-1683918.html 

 沖縄市池原にある廃棄物最終処分場周辺の農業用水から人体に有害とされる有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）が

高い値で検出された問題に関して、県環境部は 23日、農業用水のＰＦＡＳの発生源が最終処分場ではない可能性

があることを明らかにした。 

 環境整備課によると、最終処分場に集積されたごみにたまった水と農業用水のイオン成分を比較したところ、

組成が異なる傾向が示された。この結果から、最終処分場の水系と農業用水に使っている地下水の水系が異なる

可能性があるという。 

 環境整備課は周辺の企業のＰＦＡＳ保有・使用履歴を調査するなど発生源を特定するための作業とともに、今

後も水質のモニタリングを継続する。 

□大災害、原発事故対策 

[原子力施設全般] 

・伊方原発 3号機の運転停止認めず 広島高裁、住民抗告退ける 

＜共同通信 2023年３月 24日＞ https://www.47news.jp/news/9101550.html 

 四国電力伊方原発 3号機（愛媛県伊方町）の運転差し止めを求め、約 60～130キロ圏内に住む広島県と愛媛県

の住民 7人が申し立てた仮処分の即時抗告審で、広島高裁は 24日、広島地裁決定（2021年 11月）を支持し、申

し立てを退けた。住民側が地裁決定を不服として即時抗告していた。 

 3号機の耐震性を巡り、四国電が定める基準地震動（耐震設計の目安となる揺れ）650ガルの妥当性が主に争わ

れた 

 東日本大震災などで千ガルを超える加速度が観測されているとして、住民側は 650ガルは低すぎると主張した

が、脇由紀裁判長は決定理由で「震源や地域の特性を考慮せず、最大加速度の数値のみの比較では、基準地震動

が低水準とは判断できない」と指摘した。その上で「住民らの生命、身体が侵害される具体的な危険があるとは

認められない」と結論付けた。 

 3号機は定期検査中。送電再開まで原子炉を停止し、6月 19日に検査を終える予定だった。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者の発生について （検疫） 

＜厚生労働省 2023年 3月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32228.html 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況について（令和５年３月 26日版） 

＜厚生労働省 2023年 3月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32227.html 
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-------------------- 

[対策・予防] 

◇マスク 

・マスクに感染予防効果はない？ 世界的機関「コクラン」が論文公開 

＜日刊ゲンダイ D 2023年 3月 26日＞ https://hc.nikkan-gendai.com/articles/278865 

厚労省は、マスクの着用に関して屋外では原則不要、屋内では原則着用を推奨してきました。しかし、令和 5

年 3月 13日から、マスクの着用は個人の判断を基本とする方針に変更されました。行政が一律にルールを策定す

るのではなく、個人の主体的な選択を尊重するというのが方針変更の大きな理由です。 

 一方で、感染リスクに対するマスクの有効性を疑問視する声も多く、加えてマスクの感染予防効果を検証した

研究データも限られているのが現状でした。そんな中、質の高い医療情報の発信で世界的に定評のあるコクラン

という非営利団体が、ウイルス感染症に対するマスクの有効性を検討した研究論文を 2023年 1月 30日付で公開

しました。 

 この研究では、これまでに報告されているマスクの感染予防効果を検討した研究 9件分のデータが統合解析さ

れています。新型コロナウイルス感染症のみならず、インフルエンザ感染症など呼吸器（喉や鼻、気管支など）

に感染するウイルスが検討対象となりました。 

 解析の結果、ウイルス感染症の症状は、マスクを着用していた場合で 1000人あたり 152人、マスクを着用して

いない場合で 1000人あたり 160人と、マスクを着用していた場合で 5％の低下傾向を認めましたが、統計学的に

有意な差は示されませんでした。 

 ただし、解析に含まれた研究の中でも最大規模のデータは、マスクの直接的な感染予防効果を検証した研究で

はなく、マスクの着用を推奨する教育的な取り組みの効果を検証した研究でした。たしかに、個人に対するマス

クの有効性は必ずしも高いものではないように思います。しかし、この解析結果は、集団における感染拡大の抑

止に対するマスクの効果を否定するものではありません。 

---------- 

◇後遺症の多くは１年で回復 コロナ軽症者を分析 

＜共同通信 2023年 3月 25日＞ https://www.47news.jp/news/9101866.html 

 新型コロナウイルスに感染すると息切れや疲労感といった症状が長く続くことがある。感染時に軽症だった人

に限って言えば、こうしたコロナ後遺症の多くは１年後までに元の状態まで回復するケースが多そうだとする研

究結果を、イスラエルのチームがまとめた。 

エルサレムの診療所で新型コロナワクチン接種を受ける男性＝２０２１年８月（共同） 

 イスラエルに住む１９１万人の大規模医療データを分析。ワクチンを接種した人は接種しなかった人に比べ、

呼吸困難の後遺症リスクが低くなることも示された。チームは「コロナがもたらす長期的な健康影響について医

療者や患者がより良く知るのに役立つ」としている。 

 チームは２０２０年３月から２１年１０月にコロナのＰＣＲ検査を受けた１９１万人のうち、陽性だったが軽

症で入院しなかった３０万人と、陰性だった３０万人の健康状態を１年間にわたって比較し、さまざまな後遺症

のリスクを統計的に分析した。 

 すると嗅覚異常や味覚異常といった症状は１年以上も続く例があることが判明。集中力や記憶力の低下、呼吸

困難や疲労感、動悸（どうき）といった後遺症も長引くが、１年ほどたつとリスクは低下した。脱毛やせき、胸

や体の痛みなどは半年ほどで落ち着く傾向がみられた。 

 分析対象となった期間には従来株に加えてデルタ株などが流行したが、変異による後遺症リスクには大きな違

いがみられなかった。 

 また子どもがコロナに感染した後でへんとう炎や結膜炎を発症するリスクが高いことも分かった。チームはコ

ロナ感染によって細菌やウイルスに対する免疫機能が影響を受けた可能性があるとみている。 

 研究は英医学誌ＢＭＪに発表した。 

********************************************************************************************* 

[3] 水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法等の一部を改正する告示（厚生労働省告示

第 85号） 
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   [官報] 令和 5年 3月 24日 号外 第 59号 135～142頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20230324/20230324g00059/20230324g000590135f.html 

○厚生労働省告示第 85号 

 水質基準に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百一号）、水道施設の技術的基準を定める省令（平成十二年

厚生省令第十五号）第一条第十七号八及び給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成九年厚生省令第十

四号）第二条第一項の規定に基づき、水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法等の一部

を改正する告示を次のように定め、令和五年四月一日から適用する。 

令和 5年 3月 24日                       厚生労働大臣  加藤 勝信 

   水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法等の一部を改正する告示 

（水質基準に関する省令に基づき厚生労働大臣が定める方法の一部改正） 

第一条 水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法（平成十五年厚生労働省告示第二百六

十一号）の一部を次の表のように改正する。 

 水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法は、第一号に掲げる事項のほか、第二号から

第五十二号までに掲げる事項に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

 一～四十一  （略） 

 四十二 陰イオン界面活性剤 別表第二十四又は別表第二十四の二に定める方法 

 四十三～五十二  （略） 

別表第一～別表第 13 (略) 

別表第 14 

パージ・トラップ－ガスクロマトグラフ－質量分析計による一斉分析法 

ここで対象とする項目は、四塩化炭素、1 , 4‐ジオキサン、シス‐1, 2 ‐ジクロロエチレン及びトランス‐1, 2 

‐ジクロロエチレン、ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、卜リクロロエチレン、ベンゼン、クロロホルム、

ジブロモクロロメタン、ブロモジクロロメタン並びにブロモホルムである。 

  ―省略― 

別表第 25 

パージ・トラップ－ガスクロマトグラフ－質量分析法 

 ここで対象とする項目は、ジェオスミン及び２－メチルイソボルネオールである。 

 （資機材等の材質に関する試験の一部改正） 

第二条 資機材等の材質に関する試験（平成十二年厚生省告示第四十五号）の一部を次の表のように改正する。 

資機材等の材質に関する試験 

 水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12年厚生省令第 15号）第１条第 17号八に規定する資機材等の材質

に関する試験は、次に定めるところによる。        

 （給水装置の構造及び材質の基準に係る試験の一部改正） 

第三条 給水装置の構造及び材質の基準に係る試験（平成九年厚生省告示第百十一号）の一部を次の表のように

改正する。 

********************************************************************************************* 

[4] 防火設備の構造方法を定める件の一部を改正する件（国土交通省告示第 225号） 

   [官報] 令和 5年 3月 24日 号外 第 59号 163～168頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20230324/20230324g00059/20230324g000590163f.html 

○国土交通省告示第 225号 

 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二ロの規定に基づき、防火設備の構造方法を定め

る件（平成十二年建設省告示第千三百六十号）の一部を次のように改正する。 

令和 5年 3月 24日                        国土交通大臣  斉藤 鉄夫 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線

を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以

下「対象規定」という。）は、当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、改正後欄に掲げる対象規定で
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改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

―「改正後」と「改正前」が併記されているが、紙面の都合上、「改正後」のみ掲載した。＜ACSES事務局＞― 

改  正  後 

第一 建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第百九条の二に定める技術的基準に適合する防火

設備の構造方法は、次に定めるものとすることとする。 

 一～五  （略） 

 六 枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの 

  イ （略） 

  ロ 次に掲げる基準に適合するもの 

⑴ （略） 

   ⑵ 次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。 

    (i) 耐熱強化ガラス（厚さが六・五ミリメートル以上であり、かつ、エッジ強度が二百五十メガパスカ

ル以上であるものに限る。以下同じ。） 

    (ii) 耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化リチウムである

ガラスをいい、厚さが五ミリメートル以上であり、かつ、線膨張係数が摂氏三十度から摂氏七百五十

度までの範囲において、一度につき○プラスマイナス○・○○○○○○五であるものに限る。以下同

じ。） 

(iii) 複層ガラス（耐熱強化ガラス、耐熱結晶化ガラス又は積層ガラス（厚さが六・六三ミリメートル

以上であり、かつ、フロート板ガラス（厚さが二こ（ミリメートル以上であるものに限る。）及び中

間層（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化ナトリウム及び水であり、かつ、厚さが一・四ミリメー

トル以上であるものに限る。）により構成されるものに限る。以下同じ。）及び低放射ガラス（厚さが

五ミリメートル以上であり、かつ、垂直放射率が○・○三以上○・○七以下であるものに限る。以下

同じ。）により構成されるものに限る。以下この号において同じ。） 

⑶ 次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、これを構成するガラスのうち一の種類）に応じて

それぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。 

(i) 耐熱強化ガラス 幅が七百ミリメートル以上千二百ミリメートル以下で高さが八百五十ミリメー

トル以上二千四百ミリメートル以下であるもの 

    (ii) 耐熱結晶化ガラス 幅が千ミリメートル以上千二百ミリメートル以下で高さが千六百ミリメート

ル以上二千四百ミリメートル以下であるもの 

    (iii) 積層ガラス 幅が二百ミリメートル以上七百ミリメートル以下で高さが二百ミリメートル以上

七百ミリメートル以下であるもの 

⑷ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられたもので

あること。 

(i) ガラスを鉄材又は鋼材で造られた厚さが三ミリメートル以上の取付部材（ガラスを枠に取り付ける

ために設置される部材をいう。以下この号において同じ。）により枠に堅固に取り付けること。 

(ii) 取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、リベットその他これらに類するものにより枠に二百五

十ミリメートル以下の間隔で固定すること。 

(ⅲ)・(ⅳ) （略） 

(5) （略） 

七 枠及び框の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹脂（無可

塑ポリ塩化ビニルに限る。以下この号及び次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合する

もの 

イ 次のいずれかに該当する戸であること。 

⑴ はめごろし戸 

⑵ 縦すべり出し戸（枠及び框の屋外側の部分を厚さ〇・ハミリメートル以上のアルミニウム合金材(Ｊ
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ＩＳＨ４１呂に適合するものに限る。③において同じ。）で、これらの屋内側の部分を樹脂で造るもの

に限る。以下この号において同じ。） 

(3) 横すべり出し戸（枠及び框の屋外側の部分を厚さ〇・ハミリメートル以上のアルミニウム合金材で、

これらの屋内側の部分を樹脂で造るものに限る。以下この号において同じ。） 

ロ 次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。 

⑴ はめごろし戸 網入りガラス、耐熱結晶化ガラス又は複層ガラス（網入りガラス又は耐熱結晶化ラ

ス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

⑵ 縦すべり出し戸 複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

⑶ 横すべり出し戸 複層ガラス（耐熱結晶化ガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

ハ 次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（口剛から閾までに規定するものをいう。以下この号に

おいて同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち一の種類）に応じてそれぞれ次に定める開口部

に取り付けられたものであること。 

⑴ はめごろし戸 

(i)  網入りガラス 幅が八百ミリメートル以下で高さが二千二百五十ミリメートル以下であるもの 

 (ii) 耐熱結晶化ガラス 幅が七百八十ミリメートル以上九百二十ミリメートル以下で高さが千百ミ

リメートル以上千八百九十ミリメートル以下であるもの 

(2) 縦すべり出し戸 幅が六百四十ミリメートル以下で高さが千三百七十ミリメートル以下であるも

の 

(3) 横すべり出し戸 幅が六百四十ミリメートル以上七百八十ミリメートル以下で高さが三百七十ミ

リメートル以上九百七十ミリメートル以下であるもの 

ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられた

ものであること。 

⑴ ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さがＩミリメートル以上の取付部材（ガラスを

枠及び框に取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠及び框に堅固に取り付こと。 

⑵ 取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、

リベットその他これらに類するものによりアルミニウム合金材で造られた縦枠（縦すべり出し戸又は

横すべり出し戸にあっては、縦框）に三百五十ミリメートル以下の間隔で千百ミリメートルにつき三

箇所以上固定すること。 

⑶ ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。 

⑷ かかり代長さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に掲げる

ガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られたものである場合にあってはニミ

リメートル以上とすること。 

(i) 網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス 七ミリメートル 

(ii) 複層ガラス 十ニミリメートル 

ホ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周

にわたって設置すること。 

    ⑴ シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。）又はプレイジン

クガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製（横すべり出し戸にあっては、

シリコーン製）であるものに限る。） 

⑵ 加熱膨張材 

   へ 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、

次に掲げる基準に適合すること。 

    ⑴ 加熱膨張材を枠と框の全周にわたって設置すること。 

    ⑵ 拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。 

八 枠及び框を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
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 イ 次のいずれかに該当する戸であること。 

    ⑴ はめごろし戸 

    ⑵ 縦すべり出し戸 

   ⑶ 横すべり出し戸 

   ロ 次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。 

⑴ はめごろし戸 複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

⑵ 縦すべり出し戸 複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

⑶ 横すべり出し戸 複層ガラス（網入りガラス、耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス及び低放射ガ

ラスにより構成されるものに限る。） 

   ハ 次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（山口までに規定されるものをいう。以下この号におい

て同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち一の種類）に応じてそれぞれ次に定める開口部に取

り付けられたものであること。 

    ⑴ はめごろし戸 輻が八百ミリメートル以下で高さが千四百ミリメートル以下であるもの 

    ⑵ 縦すべり出し戸 輻が七百八十ミリメートル以下で高さが千三百七十ミリメートル以下である 

もの 

⑶ 横すべり出し戸 

(i) 網入りガラス 輻が七百八十ミリメートル以下で高さが九百ミリメートル以下であるもの 

     (ii) 耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス 幅が四百ミリメートル以上七百八十ミリメートル以下

で高さが五百四十四ミリメートル以上九百ミリメートル以下であるもの 

ニ 次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める基準に従い、枠及び框の内部に補強材（鉄材又は鋼

材で造られたものに限る。以下この号において同じ。）を設置すること。 

⑴ はめごろし戸 

     (i) 補強材の厚さを一・六ミリメートル以上とすること。 

(ii) 枠及び補強材を開口部に固定すること。 

⑵ 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸 

(i) 補強材の厚さを二・三ミリメートル以上とすること。 

     (ii) 枠及び補強材（枠に設置するものに限る。）を開口部に固定すること。 

     (ⅲ) 框の各辺に補強材を設置し、かつ、当該補強材を相互に連結するよう、框の隅角部に補強材を

設置すること。 

ホ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられた

ものであること。 

 ⑴ ガラスを鋼材で造られた厚さがＩミリメートル以上の取付部材により枠及び框の内部の補強材に堅

固に取り付けること。 

⑵ （略） 

⑶ 取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、リベットその他これらに類するものにより枠及び框の内

部の補強材に二百ミリメートル以下の間隔で固定すること。 

⑷ ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。 

⑸ かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。 

     (i) はめごろし戸 十一ミリメートル 

     (ii) 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸 七ミリメートル 

ヘ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。 

    ⑴ 取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。 

(i) プレイジンクガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限

る。） 

(ii) 加熱膨張材 
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    ⑵ 樹脂で造られた部分の火災による溶融により貫通のおそれがある部分には、鋼材を設置する 

と。 

ト 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、

次に掲げる基準に適合すること。 

 ⑴ 加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。 

 ⑵ 拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。 

九 枠及び框を木材（気乾比重が〇・四五以上であるものに限る。以下この号において同じ。）で造り、かつ、

次に掲げる基準に適合するもの 

 イ 次のいずれかに該当する戸であること。 

    ⑴ はめごろし戸（枠の見付寸法が四十ミリメートル以上であって、見込寸法が七十ミリメートル以上

であるものに限る。以下この号において同じ。） 

⑵ 縦すべり出し戸（枠の見付寸法が四十ミリメートル以上であって、見込寸法が百一ミリメートル以

上であり、かつ、框の見付寸法が四十ミリメートル以上であって、見込寸法が七十ミリメートル以上

であるものに限る。以下この号において同じ。） 

⑶ 横すべり出し戸（枠の見付寸法が四十ミリメートル以上であって、見込寸法が百一ミリメートル以

上であり、かつ、框の見付寸法が四十ミリメートル以上であって、見込寸法が七十ミリメートル以上

であるものに限る。以下この号において同じ。 

ロ 次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。 

    ⑴ はめごろし戸 複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。） 

    ⑵ 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸 複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成され

るものに限る。） 

   ハ 次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。 

⑴ はめごろし戸 幅が千五十ミリメートル以下で高さが千五百五十ミリメートル以下であるもの。 

⑵ 縦すべり出し戸 幅が八百ミリメートル以下で高さが千三百五十ミリメートル以下であるもの 

   ⑶ 横すべり出し戸 幅が八百ミリメートル以下で高さが千二百ミリメートル以下であるもの 

ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられたも

のであること。 

   ⑴ ガラスを鋼材で造られた厚さがＩミリメートル以上の取付部材により枠及び框に堅固に取り付けこ

と。 

⑵ 取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。 

 ⑶ 取付部材を鋼材で造られた埋込長さが三十ニミリメートル以上のねじにより枠及び框に百五十ミリメ

ートル以下の間隔で固定すること。 

⑷ ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。 

⑸ かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。 

(i) はめごろし戸 十三ミリメートル 

     (ⅱ) 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸 九ミリメートル 

 ホ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。 

   ⑴ 取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。 

     (i) プレイジンクガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限

る。） 

    (ⅱ) 加熱膨張材 

     ⑵ 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、ガラスの框に含まれる部分の長さを 

     十三ミリメートル以上とすること。 

へ 縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、

次に掲げる基準に適合すること。 
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    ⑴ 加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。 

    ⑵ 拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。 

  十・十一  （略） 

第二 第一第一号第六号又は第七号（枠及び框の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったものに限る。）のい

ずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に十五センチメートル以内の間に設けれ

た建具がある場合には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。 

第三 防火戸、縦すべり出し戸及び横すべり出し戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、又

は定規縁若しくは戸当りを設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物は、当

該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[5] 健康安全 

◇４０・５０代でも発症、遺伝アルツハイマー治験を年内にも開始…原因物質を除去 

＜読売新聞 2023年 3月 26日＞ https://www.yomiuri.co.jp/medical/20230325-OYT1T50294/ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/c52ab83286814770a88835bf72729460d93e3837 

********************************************************************************************* 

[6] 医薬品等 

◇予防接種実施規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 27号） 

   [官報] 令和 5年 3月 24日 号外 第 59号 20頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20230324/20230324g00059/20230324g000590020f.html 

〇厚生労働省令第 27号 

予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）第十一条の規定に基づき、予防接種実施規則の一部を改正する省

令の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 5年 3月 24日                       厚生労働大臣  加藤 勝信 

予防接種実施規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令 

予防接種実施規則の一部を改正する省令（令和五年厚生労働省令第十一号）の一部を次のように改正する。 

表を次のように改める。 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

（接種の方法） 

第十九条 ヒトパピローマウイルス感染症の定期の予

防接種は、次の各号に掲げるいずれかの方法（第四

号に掲げる方法については、第一回目の接種時に十

二歳となる日の属する年度の初日から十五歳に至る

までの間にある者に対して当該予防接種を行う場合

に限る。）により行うものとする。ただし、市町村長

が当該各号に掲げる方法によることができないやむ

を得ない事情があると認める場合には、これらに準

ずる方法であって、接種回数、接種間隔及び接種量

に照らして適切な方法で接種を行うことができる。 

（接種の方法） 

第十九条 人パピローマウイルス感染症の定期の予防

接種は、組換え沈降にかひとパピローマウイルス様

粒子ワクチンを一月以上の間隔をおいて二回筋肉内

に注射した後、第一回目の注射から五月以上かつ第

二回目の注射から二月半以上の間隔をおいて一回筋

肉内に注射するか、又は、組換え沈降四価ヒトパピ

ローマウイルス様粒子ワクチンを一月以上の間隔を

おいて二回筋肉内に注射した後、三月以上の間隔を

おいて一回筋肉内に注射するものとし、接種量は、

毎回〇・五ミリリットルとする。 

附則第二項を次のように改める。 

２ この省令の施行前の注射であって、この省令による改正後の予防接種実施規則（次項において「新規則」と

いう。）第十九条第三号又は第四号に規定するヒトパピローマウイルス感染症の注射に相当するものについては、

当該注射をこれらの規定に規定するヒトパピローマウイルス感染症の注射と、当該注射を受けた者をこれらの
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規定によるヒトパピローマウイルス感染症の注射を受けた者とみなして、同条（第三号又は第四号に係る部分

に限る。）の規定を適用する。附則に次の一項を加える。 

３ 新規則第十九条（第四号に係る部分に限る。）の規定は、予防接種法施行令（昭和二十三年政令百九十七号附

則第五項の規定により読み替えられた同令第三条第一項の表ヒトパピローマウイルス感染症の項第二号に規定

する者については、適用しない。 

附 則 

この省令は、公布の日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[7] 温暖化対策関係 

◇EU、エンジン車販売を 2035年以降も条件付きで容認 “自動車大国”ドイツと合意 

＜FNNプライムオンライン 2023年 3月 26日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/df2b07d0ab2ffe5c565714dbc922af78d721b04b 

エンジン自動車の新車販売禁止を目指していた EU（ヨーロッパ連合）は、エンジン車の販売を条件付きで 2035

年以降も認めることでドイツと合意した。 

ドイツ政府は 25日、二酸化炭素の排出が実質ゼロの合成燃料だけを使うエンジン自動車に限り、2035年以降も

新車販売が可能になることを明らかにした。 

EUのティメルマンス上級副委員長もツイッターで「自動車における合成燃料の将来の使用についてドイツと合意

を見いだした」と表明した。 

エンジン車をめぐって EUは、ハイブリッド車を含む新車の販売を 2035年までに事実上禁止する法案を採択して

いたが、自動車大国のドイツが反対したことで方針転換を迫られた形だ。 

********************************************************************************************* 

[8] その他省庁発表 

◇教育公務員特例法施行規則の一部を改正する省令（文部科学省令第 7号） 

[官報] 令和 5年 3月 24日 号外 第 59号 14～17頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20230324/20230324g00059/20230324g000590014f.html 

〇文部科学省令第７号 

 国家公務員法等の一部を改正する法律（令和三年法律第六十一号）の施行に伴い、並びに教育公務員特例法（昭

和二十四年法律第一号）第三十一条第一項の規定により読み替えて適用する国家公務員法（昭和二十二年法律第

百二十号）第八十一条の二第二項、第八十一条の五第一項から第四項まで、第八十一条の六第一項及び第二項並

びに第八十一条の七第一項及び第二項、教育公務員特例法第三十一条第二項並びに同法第三十五条において準用

する同法第三条第二項及び第五項並びに第七条並びに国家公務員法等の一部を改正する法律附則第六条第九項の

規定により読み替えて適用する同法附則第四条第一項、 第二項及び第三項（同法附則第五条第三項において準用

する場合を含む。 ） 並びに附則第五条第一項及び第二項並びに附則第六条第十項の規定に基づき、教育公務員

特例法施行規則の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 5年 3月 24日                        文部科学大臣  永岡 桂子 

教育公務員特例法施行規則の一部を改正する省令 

次の表により、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規

定」という。 ） は、当該対象規定を改正後欄に掲げるもののように改め、改正後欄に掲げる対 教育公務員特例

法施行規則（令和四年文部科学省令第二十一号）の一部を次のように改正する。 象規定で改正前欄にこれに対応

するものを掲げていないものは、これを加える。 

―「改正後」と「改正前」が併記されているが、紙面の都合上、「改正後」の改正条文の見出しのみ掲載した。＜

ACSES事務局＞― 

改  正  後 

（研究施設研究教育職員の管理監督職勤務上限年齢） 第四条 

（研究施設研究教育職員が占める管理監督職に係る異動期間の延長の期間等） 第五条 
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（研究施設研究教育職員の定年退職日） 第六条 

（研究施設研究教育職員の定年） 第七条 

（研究施設研究教育職員の勤務延長の期限等） 第八条 

（所長及び研究施設研究教育職員の選考） 第九条 

（所長の任期） 第十条 

附 則 

（施行期日） 第一条 

（教育公務員特例法第三十一条及び第三十五条の規定に基づく国立教育政策研究所の長等の選考の手続及び任期

等を定める手続に関する省令及び教育公務員特例法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項及

び第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で定める者 を定める省令の廃止） 第二条 

（選考等手続省令の廃止に伴う経過措置） 第三条  

（研究施設研究教育職員の採用、昇任、降任及び転任に係る特例） 第四条 

第五～八条 

附 則 

この省令は、令和五年四月一日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[9] 海外の化学物質管理情報  ＜NITE化学物質管理関連情報 第 625号 2023年 3月 23日 から＞ 

〇国際 

・OECD work on in vitro assays for developmental neurotoxicity 

＜経済協力開発機構(OECD) 2023年 3月 13日＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/testing/developmental-neurotoxicity.htm 

発達神経毒性についての研究公表のニュースが掲載された。 

・Series on Testing and Assessment: publications by number 

＜経済協力開発機構(OECD) 2023年 3月 14日＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/testing/series-testing-assessment-publications-number.htm 

化学物質の試験と評価に関する以下の文書が更新された。 

○No. 166 SIDS Initial Assessment Profiles agreed in the course of the OECD HPV Chemicals Programme from 1993 

to 2011 

○No. 374 Case Study on the Use of Integrated Approaches for Testing and Assessment for skin sensitisation 

of Diethanolamine: Application of a Next Generation Risk Assessment Framework 

○No. 375 Case Study on the use of Integrated Approaches for Testing and Assessment for "Eye hazard 

identification" of "non-surfactant neat liquids" 

・Best Available Techniques (BAT) to Prevent and Control Industrial Pollution 

＜経済協力開発機構(OECD) 2023年 3月 15日＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/risk-management/best-available-techniques.htm 

産業汚染を防止および制御する BATに関するページが更新された。 

・Publications in the series on chemical accidents 

＜経済協力開発機構(OECD) 2023年 3月 17日＞ 

https://www.oecd.org/env/ehs/chemical-accidents/publicationsintheseriesonchemicalaccidents.htm 

化学事故に関する報告書のページが更新された。 

・国際エネルギー機関、削減コスト低下にも関わらずエネルギー部門のメタン排出は依然として多いと報告（国際機関

／2023.02.21 発表） 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2023年 3月 13日＞ 

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=48994&oversea=1 

-------------------- 

〇欧州 
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・Safety Gate: chemical substances top the annual list of health hazards for non-food products 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 13日＞  https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_23_1608 

危険な非食品に対する警告システム（Safety Gate）に関する 2022年の年次報告書が公表された。 

・SCHEER - Minutes of the Working Group meeting on protection of Animals of 21 February 2023 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 13日＞ 

https://health.ec.europa.eu/latest-updates/scheer-minutes-working-group-meeting-protection-animals-21-feb

ruary-2023-2023-03-13_en 

動物保護に関して 2月 21日に開催された SCHEER（Scientific Committee on health, Environmental and Emerging）

の作業部会の議事録が掲載された。 

・SCCS - Draft Agenda of the 4th plenary meeting, Luxembourg, 21-22 March 2023 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 13日＞ 

https://health.ec.europa.eu/latest-updates/sccs-draft-agenda-4th-plenary-meeting-luxembourg-21-22-march-2

023-2023-03-13_en 

3月 21-22日に開催された SCCS（Scientific Committee on Consumer Safety）の第４回全体会議のアジェンダが公開

された。 

・Commission Notice The 2023 annual Union work programme for European standardisation 2023/C 93/02 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 13日＞ 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A52023XC0313%2801%29&qid=1679026332712 

標記の欧州標準化に関する通知が官報公示された。 

・SCHEER - Minutes of the WG on Draft Environmental Quality Standards for the Water Framework Directive Priority 

Substances & groundwater quality standards of 3 March 2023 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 14日＞ 

https://health.ec.europa.eu/latest-updates/scheer-minutes-wg-draft-environmental-quality-standards-water-

framework-directive-priority-2023-03-14_en 

水枠組み指令に基づく優先物質の環境品質基準案に関して 3月 3日に開催された SCHEER作業部会の議事録が掲載され

た。 

・Council reaches agreement on amendments to industrial emissions directive 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 16日＞ 

https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023年 3月 16日

/council-reaches-agreement-on-amendments-to-industrial-emissions-directive/ 

EU理事会は産業排出指令の改正に同意する立場であるとするニュースが掲載された。 

・Critical Raw Materials: ensuring secure and sustainable supply chains for EU's green and digital future 

＜欧州委員会(EC) 2023年 3月 16日＞ https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_23_1661 

重要な原材料について、EUが安全で持続可能な供給を確保するための包括的な行動提案に関するニュースが掲載され

た。 

○Q&A → https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/qanda_23_1662 

○副委員長と委員の発言 → https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/speech_23_1704 

○欧州委員会共同研究センター(JRC)ニュース → 

https://joint-research-centre.ec.europa.eu/jrc-news/solutions-resilient-eu-raw-materials-supply-chain-202

3-03-16_en 

・Harmonised classification and labelling consultations 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2023年 3月 13日＞ 

https://www.echa.europa.eu/harmonised-classification-and-labelling-consultation 

3物質について CLP規則に基づく欧州調和分類と表示(CLH)案が公開された。意見募集は 2023/05/12まで。 

・ECHA identifies certain brominated flame retardants as candidates for restriction 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2023年 3月 15日＞ 
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https://www.echa.europa.eu/-/echa-identifies-certain-brominated-flame-retardants-as-candidates-for-restri

ction 

REACH規制に関連し、芳香族臭素系難燃剤を制限候補としたニュースが掲載された。 

・Submitted restrictions under consideration 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2023年 3月 15日＞ https://www.echa.europa.eu/restrictions-under-consideration 

REACH規則での制限案に対する社会経済分析委員会 (SEAC) の意見が公表され意見募集が開始された。対象物質は以下

の 2物質。期限は 2023/05/15まで。 

○Per- and polyfluoroalkyl substances (PFASs) in firefighting foams 

○Terphenyl, hydrogenated 

・ECHA Weekly - 15 March 2023 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2023年 3月 15日＞ 

https://echa.europa.eu/view-article/-/journal_content/title/9109026-278 

<REACH> 

○Reports on assessment of regulatory needs published 

2物質群についての規制ニーズ評価報告書について 

○New substance evaluation conclusion published for CoRAP substances 

新たな 2物質群の物質評価結果について 

○New intentions to identify substances of very high concern 

新たな 6物質の SVHC提案意図について 

<CLP> 

○New intentions and proposal to harmonise classification and labelling 

新たな 2物質の提案意図と 1物質の提案書提出について 

<EUON> 

○Nanopinion: A reliable and non-destructive experimental technique can monitor the crystal defect structure 

in nanomaterials 

ナノ材料の結晶欠陥構造を監視する方法のコラムについて 

○Are you aware of information gaps related to nanomaterials? 

ナノ材料に関する研究テーマの募集について 

・Occupational exposure limits - Call for comments and evidence 

＜欧州化学品庁(ECHA) 2023年 3月 17日＞ https://www.echa.europa.eu/oels-cce-current-consultation 

職業ばく露限度勧告案に関して、意見と情報提供の募集が開始された。対象物質は、1,3-Butadiene及び

4,4-Isopropylidenediphenol (Bisphenol A)。期限は 2023/06/15まで。 

---------- 

〇英国 

・G/TBT/N/GBR/56 

The Restriction of the Use of Certain Hazardous Substances in Electrical and Electronic Equipment (Amendment) 

Regulations 2023 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2023年 3月 16日＞ 

https://eping.wto.org/en/Search/Index?domainIds=1&countryIds=C826&viewData=G%2FTBT%2FN%2FGBR%2F56 

電気電子機器における特定有害物質の使用制限に関する改正規則についての WTO/TBT通報が掲載された。照明に含まれ

る水銀についての RoHS規則の適用免除に関するもの。発効日は 2024/05/01、意見募集は 2023/05/15まで。 

・イギリス環境・食糧・農村地域省、包装材の拡大生産者責任制度における報告義務の施行を報告（イギリス／2023.02.28 

発表） 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2023年 3月 15日＞ 

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=48999&oversea=1 

-------------------- 
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〇米国 

・Safer Choice Media Kit 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023/03/08＞ https://www.epa.gov/saferchoice/safer-choice-media-kit?s=home 

標記に関する資料等が公開された。 

・Control of Air Pollution From New Motor Vehicles: Heavy-Duty Engine and Vehicle Standards; Correction 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 13日＞ 

→ https://www.federalregister.gov/documents/2023年 3月 13日

/2023-05000/control-of-air-pollution-from-new-motor-vehicles-heavy-duty-engine-and-vehicle-standards-corr

ection 

2023/03/27発効の大型車およびエンジンの排出基準等に関する最終規則について、軽微な補正を行ったことが官報公

示された。実質的な変更は含まれない。 

・National Environmental Justice Advisory Council; Notification of Public Meeting 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 13日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2023年 3月 13日

/2023-05022/national-environmental-justice-advisory-council-notification-of-public-meeting 

標記の会合（バーチャル開催）について官報公示された。開催日は 2023/03/29～30。 

・Biden-Harris Administration Proposes First-Ever National Standard to Protect Communities from PFAS in Drinking 

Water 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 14日＞ 

https://www.epa.gov/newsreleases/biden-harris-administration-proposes-first-ever-national-standard-protec

t-communities 

飲料水中の PFASの国家基準制定に関するニュースが掲載された。 

・EPA Announces Final “Good Neighbor” Plan to Cut Harmful Smog, Protecting Health of Millions from Power 

Plant, Industrial Air Pollution 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 15日＞ 

https://www.epa.gov/newsreleases/epa-announces-final-good-neighbor-plan-cut-harmful-smog-protecting-healt

h-millions 

スモッグ形成に関与する窒素酸化物汚染を大幅に削減する規則である「Good Neighbor Plan」発表に関するニュースが

掲載された。 

・Release of Draft Policy Assessment for the Reconsideration of the Ozone National Ambient Air Quality Standards 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 15日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2023年 3月 15日

/2023-05237/release-of-draft-policy-assessment-for-the-reconsideration-of-the-ozone-national-ambient-air-

quality 

オゾンの環境基準（NAAQS）に関する政策評価案が官報公示された。意見募集は 2023/04/14まで。 

・Toxic Chemical Releases in 2021 Remained Below Pre-Pandemic Levels According to New Toxics Release Inventory 

Data 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 16日＞ 

https://www.epa.gov/newsreleases/toxic-chemical-releases-2021-remained-below-pre-pandemic-levels-accordin

g-new-toxics 

2021年の Toxics Release Inventory (TRI：有害化学物質排出目録)の公開に関するニュースが掲載された。関連する

ウェビナーは 2023/03/28に開催される。 

・Asbestos Part 1: Chrysotile Asbestos; Regulation of Certain Conditions of Use Under Section 6(a) of the Toxic 

Substances Control Act (TSCA); Notice of Data Availability and Request for Comment 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 17日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2023年 3月 17日
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/2023-05325/asbestos-part-1-chrysotile-asbestos-regulation-of-certain-conditions-of-use-under-section-6a-

of-the 

TSCAに基づき、Chrysotile Asbestosの使用制限に関する提案規則に関連する追加データについて官報公示された。意

見募集は 2023/04/17まで。 

○ニュースリリース → 

https://www.epa.gov/chemicals-under-tsca/epa-releasing-additional-data-ongoing-uses-chrysotile-asbestos-a

gency-pursues 

・Availability of the Protocol for the Naphthalene IRIS Assessment 

＜米国環境保護庁(US EPA) 2023年 3月 17日＞ 

https://www.federalregister.gov/documents/2023年 3月 17日

/2023-05460/availability-of-the-protocol-for-the-naphthalene-iris-assessment 

標記のプロトコルに対する意見募集について官報公示された。対象は Naphthalene。期限は 2023/04/17まで。 

○関連情報（Naphthalene）→ https://cfpub.epa.gov/ncea/iris_drafts/recordisplay.cfm?deid=311490 

・アメリカ環境保護庁、2022年の発電所からの大気汚染物質排出量は減少と報告（アメリカ／2023.02.24 発表） 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2023年 3月 14日＞ 

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=48996&oversea=1 

-------------------- 

〇カナダ 

・Cyanides: The proposed order adding free cyanide, cyanide salts and cyanide complexes to Schedule 1 to the 

Canadian Environmental Protection Act, 1999 was published for a 60-day public comment period ending on May 

17, 2023. 

＜カナダ 2023年 3月 18日＞ 

https://www.canada.ca/en/health-canada/services/chemical-substances/chemicals-management-plan-3-substance

s/cyanides.html 

カナダ環境保護法の schedule 1に遊離シアン化物、シアン化物塩、シアン化物錯体を追加する提案の意見募集が開始

された。期限は 2023/05/17まで。 

・Furan Compounds: The Additional Risk Characterization Document in Support of the Draft Screening Assessment 

for Furans Compounds Group: Furfuryl alcohol and tetrahydrofuran outdoor air exposure and human health risk 

characterization was published for a 60 day public comment period ending May 17, 2023. An Addendum to the Risk 

ManagementScope for Furan Compounds – Furfuryl alcohol and tetrahydrofuran in outdoor air was also published 

for a 60 day public comment period ending May 17, 2023.  

＜カナダ 2023年 3月 18日＞ 

https://www.canada.ca/en/health-canada/services/chemical-substances/chemicals-management-plan-3-substance

s/furan-compounds-group.html 

フルフリルアルコールおよびテトラヒドロフランの屋外空気曝露および人間の健康リスク特性評価等について意見募

集が開始された。期限は 2023/05/17まで。 

・カナダ政府、オフセット・クレジット活用による冷凍システムの温室効果ガス削減を支援（発表日：2023.02.24） 

＜環境展望台：国立環境研究所＞ https://tenbou.nies.go.jp/news/fnews/detail.php?i=35231 

・カナダ環境・気候変動省、冷却系統からの温室効果ガス排出削減のためのオフセットクレジット制度を発表（カナダ

／2023.02.24 発表） 

＜EICネット：環境イノベーション情報機構 2023年 3月 14日＞ 

https://www.eic.or.jp/news/?act=view&serial=48997&oversea=1 

********************************************************************************************* 

[13] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・【速報】青森で鳥インフル確認、33万羽殺処分開始 
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＜共同通信 2023年３月 24日＞ https://www.47news.jp/news/9099728.html 

 青森県は 24日、蓬田村の養鶏場で発生した高病原性鳥インフルエンザの疑い事例について、遺伝子検査で陽性

を確認したと発表した。県は飼育する採卵鶏約 33万羽の殺処分を開始し、自衛隊に災害派遣を要請した。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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